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１  在住する 外国人の現状                      

 
( 1)  岐阜市における 外国人住民数と 外国人比率の推移 

平成２ (1990 )年に3, 553人であっ た岐阜市における 外国人住民数は令和元(2019 )

年12月末現在9, 739人、 外国人比率(総人口に占める 外国人の割合)は2 . 38％です。  

こ れは、 平成30(2018 )年12月末の全国の外国人比率2. 16％（ 法務省の在留外国人

統計と 総務省統計局の人口推計から 算出） より 高い水準と なっ ています。  

また、 平成31(2019 ) 年４ 月に新たな在留資格「 特定技能」 が盛り 込まれた改正入

管法の施行により 、 今後、 外国人住民のさ ら なる 増加が見込まれます。  

図表２ －１  岐阜市における 外国人住民数と 外国人比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 岐阜市市民参画部国際課調（ 各年12月31日現在）  

 

( 2)  地区別の外国人比率 

地区別の外国人比率を みる と 、岐阜大学

があり 、留学生の多い黒野地区が最も 高く

6. 37％と なっ ていますが、本市の外国人住

民は比較的散在し ている と いえます。  

  

順位 地区名 外国人比率 人数( 人)  

1 黒 野 6. 37% 765 

2 茜 部 5. 06% 706 

3 徹 明 4. 53% 201 

4 三 里 4. 42% 636 

5 本 郷 3. 69% 243 

6 市 橋 3. 57% 536 

7 白 山 3. 27% 187 

8 三輪南 3. 24% 305 

9 本 荘 3. 13% 360 

10 木之本 3. 13% 187 

 

 第２章 岐阜市における現状と課題 

図表２ －２  地区別外国人比率上位10地区 

資料： 岐阜市市民参画部国際課調 

( 2019年12月31日現在)  
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0

2, 000

4, 000

6, 000

8, 000

10, 000

その他

1, 960人（ 20. 1％)

ブラ ジル

241人 （ 2. 5％)

ベト ナム

1, 225人（ 12. 6％)

韓国・ 朝鮮

1, 263人（ 13. 0％)

フ ィ リ ピン

2, 095人（ 21. 5％)

中国・ 台湾

2, 955人（ 30. 3％)

（ 人）
【 2019年の内訳】

9, 739人（ 71か国）

( 3)  外国人住民の国籍 

令和元(2019 )年12月末現在の外国人住民の国籍を みる と 、 中国・ 台湾が30 . 3％と

最も 高く 、 次いでフ ィ リ ピ ン が21 . 5％、 韓国・ 朝鮮が13 . 0％、 ベト ナムが12 . 6％な

どと なっ ています。  

平成２ (1990 )年までは、いわゆる オールド カ マーと いわれる 在日の韓国・ 朝鮮人が

多数を 占めていまし たが、 入管法の改正によ り 、「 定住者」 の在留資格が創設さ れ、 南

米を 中心と する日系人等が増加する と と も に、 技能実習制度導入により 中国人、 フ ィ

リ ピ ン 人も 急増し まし た。 また、 平成22（ 2010） 年に在留資格「 技能実習」 が設け

ら れてから はベト ナム人が増加し ています。 その他ネパール、 イ ンド ネシア、 ミ ャ ン

マーを はじ め70か国以上の人々が暮ら し ており 、本市の外国人住民の多国籍化が進ん

でいます。  
 

図表２ －３  外国人住民数の国籍別推移 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

資料： 岐阜市市民参画部国際課調（ 各年12月31日現在）   

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2019年 
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14. 6

15. 0

18. 8

12. 4

62. 3

52. 3

54. 0

51. 1

16. 7

24. 9

18. 5

29. 4

5. 4

6. 5

7. 5

5. 8

1. 0

1. 3

1. 2

1. 3

0% 50% 100%

2009年 9, 007人

2019年 9, 739人

男 性 3, 999人

女 性 5, 740人

性

別

20歳以下
81歳以上

61～80歳41～60歳21～40歳

男性

41. 1%
女性

58. 9%

9, 739人

( 4)  外国人住民の性別 

令和元(2019 ) 年12 月末現在の

外国人住民の性別を みると 、女性

が58. 9 ％と 約６ 割を 占めて いま

す。  

 

 

 

 

( 5)  外国人住民の年齢 

令和元(2019 )年12月末現在の年齢別外国人住民の割合は、 21～40歳が50％以上

を 占め、 次いで41～60歳が24 . 9％、 20歳以下が15 . 0％、 61歳以上は7. 8％と なっ て

おり 、 40歳以下の若い人が６ 割以上と なっ ています。 性別を みる と 、 男女と も 21～

40歳が50％以上を 占めていますが、２ 番目に高いのは、男性が20歳以下（ 18 . 8％）、

女性が41～60歳（ 29 . 4％） と なっ ています。 また、 2009年から の推移を みる と 、 こ

の10年間で20歳以下はほと んど変化があり ませんが、21～40歳が10ポイ ント 低下す

る 一方で、 41～60歳が8. 2ポイ ン ト 、 61～80歳が1. 1ポイ ント 、 81歳以上が0. 3ポイ

ン ト 上昇し ています。 外国人住民の高齢化は進展し ており 、 今後も こ の傾向は続く も

のと 予測さ れます（ 図表２ －５ ）。  

さ ら に主な国籍別にみる と 、 中国・ 台湾、 フ ィ リ ピ ン 、 ベト ナムは21～40歳が最も

高く な っ て いま す。 特にベト ナムは21 ～40 歳が80 ％を 超え て おり 、 40 歳以下が

98 . 3％を 占めています。 一方、 韓国・ 朝鮮は61～80歳が37 . 5％と 最も 高く 、 61歳以

上が全体の45％以上を 占めています（ 図表２ －６ ）。  

図表２ －５  外国人住民の年齢構成 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 岐阜市市民参画部国際課調（ 各年12月31日現在）  

図表２ －４  外国人住民の性別 

資料： 岐阜市市民参画部国際課調( 2019年12月31日現在)  
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13. 0

18. 9

5. 3

16. 9

51. 7

45. 7

18. 8

81. 4

32. 8

32. 9

29. 4

1. 6

2. 2
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37. 5

0. 1

0. 3

9. 0

0% 50% 100%

中国・ 台湾 2, 955人

フ ィ リ ピン 2, 095人

韓国・ 朝鮮 1, 263人

ベト ナム 1, 225人

20歳以下

81歳以上

61～80歳41～60歳21～40歳

0

2, 000

4, 000

6, 000

8, 000

10, 000

2000年 2005年 2010年 2015年 2019年

その他 1, 051人（ 10. 8%）

研修 0人（ 0. 0%）

永住者の配偶者等 140人（ 1. 4%）

日本人の配偶者等 553人（ 5. 7%）

定住者 790人（ 8. 1%）

特別永住者 1, 086人（ 11. 2%）

留学 1, 279人（ 13. 1%）

技能実習 2, 299人（ 23. 6%）

特定活動 71人（ 0. 7%）

永住者 2, 470人（ 25. 4%）

（ 人） 【 2019年の内訳】

9, 739人

図表２ －６  外国人住民の主な国籍別年齢構成 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 岐阜市市民参画部国際課調（ 2019年12月31日現在）  

 

( 6)  外国人住民の在留資格 

令和元(2019 )年12月末現在の外国人住民の在留資格の内訳は、「 永住者」 が25 . 4％

と 最も 高く 、次いで平成22(2010 )年から 制度化さ れた「 技能実習」が23 . 6％、「 留学」

が13 . 1％、「 特別永住者」 が11 . 2％などと なっ ています。 こ れまでの推移を みる と 、

技能実習生や留学生が増加する 一方、永住者など身分に基づく 在留資格の外国人住民

も 増加を し ています（ 図表２ －７ ）。  

主な国籍別にみる と 、 中国・ 台湾、 ベト ナムは「 技能実習」、 フ ィ リ ピ ン は「 永住

者」、韓国・ 朝鮮は「 特別永住者」 が最も 高く なっ ています。また、ベト ナムの「 留学」、

中国・ 台湾の「 永住者」、 フ ィ リ ピ ン の「 定住者」 も 、 それぞれ20～30％台の高い水

準と なっ ています(図表２ －８ )。  

図表２ －７  外国人住民数の在留資格別推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 岐阜市市民参画部国際課調（ 各年12月31日現在）   



 12  

永住者

48. 9%

特定活動

0. 9%
技能実習

2. 6%

留学

2. 4%

定住者

26. 0%

日本人の

配偶者等

14. 7%

永住者の

配偶者等

3. 0%

その他

1. 5%

n=2, 095

永住者

8. 9%

留学

1. 3%

特別永住者

85. 5%

定住者

0. 6%

日本人の配

偶者等

1. 1%

永住者の配

偶者等

0. 2%
その他

2. 4%

n=1, 263

永住者

1. 9% 特定活動

1. 4%

技能実習

54. 4%

留学

29. 3%

定住者

0. 8%

日本人の配

偶者等

1. 7%
その他

10. 5%

n=1, 225

永住者

28. 7%

特定活動

0. 5%

技能実習

42. 0%

留学

7. 1%特別永住者

0. 1%

定住者

3. 4%

日本人の配

偶者等

3. 6%

永住者の配

偶者等

1. 9%

その他

12. 7%

n=2, 955

図表２ －８  外国人住民の主な国籍別在留資格内訳 

① 中国・ 台湾                ② フ ィ リ ピ ン  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 韓国・ 朝鮮                ④ ベト ナム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 岐阜市市民参画部国際課調（ 2019年12月31日現在）  
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中国

45. 7%

フ ィ リ ピン

23. 6%

ベト ナム

6. 5%

ブラ ジル

3. 1%

その他

21. 1%

n=322

２  外国人市民の意識                       

 
本計画策定の資料と する ため、 岐阜大学教育学部と の共同研究によ り 「 外国人市民の

意識調査」 を アン ケート 及びヒ アリ ン グによ り 実施し まし た。 以下はアン ケート 調査に

ついての分析結果です。  

＜調査方法・ 回収結果＞ 

調査対象者 
岐阜市に１ 年以上住んでいる 20歳以上の外国人住民であっ て、 在留資格が「 特

別永住者」 でない人 

調査票の配布・ 回収 郵送 

調査基準日 平成30( 2018) 年10月１ 日 

調 査 期 間 平成30( 2018) 年12月１ 日～平成31( 2019) 年１ 月31日 

配 布 数 1, 550( 宛名不明返送分： 81)  

回 収 数 328 

回 収 率 22. 3％ 

〈 資料〉「 外国人市民の意識調査報告書（ 平成31（ 2019） 年3月）」（ 国立大学法人 岐阜大学・ 岐阜市）  

 

 

( 1)  アン ケート 調査回答者の属性 

アン ケート 調査回答者の属性は次のと おり です。  

図表２ －９  回答者の属性 

① 国籍                     ② 性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図表中「 ｎ 」 と ある のは、 アン ケート 調査の回答者数を 表し ます。 以下同じ 。  

  

男性

33. 2%

女性

66. 8%

n=328
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定住者

9. 3%

日本人の配

偶者など
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永住者の配

偶者など

3. 4%

技能実習

12. 3%

留学
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7. 1%
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20代

25. 9%

30代

30. 2%

40代

23. 8%

50代

14. 5%

60代以上

5. 6%

n=324

③ 年代                     ④ 在留資格 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 2)  岐阜市に住んでいる 理由 

岐阜市に住んでいる 理由は「 家族がいるから 」 が46 . 9％を 占めており 、 次いで「 仕

事のため」 が26 . 6％、「 勉強のため」 が11 . 3％などと なっ ています。 主な国籍別にみ

る と 、 フ ィ リ ピ ン 、 中国は「 家族がいるから 」 が、 ブラ ジル、 ベト ナムは「 仕事のた

め」 が最も 高く なっ ています。  

こ のよう に、 国籍によ っ て居住する 理由の多い割合が異なっ ている こ と から 、 効果

的な情報提供や支援の方法を 検討し ていく 必要があり ます。  

図表２ －１ ０  岐阜市に住んでいる 理由 
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7. 6
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全 体 n=320

中国 n=144

フ ィ リ ピン n= 75

ベト ナム n= 20

ブラ ジル n= 10
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※

仕事のため 研修のため 勉強のため 家族がいるから その他

国
籍
別
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( 3)  日本に住む予定期間 

日本に住む予定期間は、「 10年以上」 が75 . 3％を 占めており 、 次いで「 １ ～３ 年」

が14 . 7％などと なっ ています。 主な国籍別にみる と 、 いずれも「 10年以上」 が最も 高

く なっ ていますが、 岐阜市に住んでいる 理由と し て「 勉強のため」 が比較的高いベト

ナムは、 在留資格が「 技能実習」 や「 留学」 の割合が高いためか10年未満が約５ 割と

なっ ています。  

図表２ －１ １  日本に住む予定期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 4)  日本語能力の程度 

回答者が自身の日本語能力についてど う 認識し ている かを ＜①話す力＞＜②聞く

力＞＜③読む力＞＜④書く 力＞の４ 項目に分けてお聞き し たと こ ろ 、＜①話す力＞で

は「 自分の考えを 自由に話せる 」 及び「 日常会話ができ る 」 の合計が50％以上を 占め

ています。 また、 ＜②聞く 力＞では「 テレ ビ やラ ジオのニュ ースの内容がわかる 」、

「 日常会話なら 大体わかる」 及び「 ゆっ く り 話す日常会話なら 大体わかる 」 の合計が

65％以上を 占めており 、話すこ と と 聞く こ と については比較的不自由を 感じ ていない

こ と がわかり ます。 一方、 ＜③読む力＞では「 ほと んど読めない」 が15％以上、 ＜④

書く 力＞では「 ほと んど書けない」が10％近く あり 、読むこ と と 書く こ と については、

平易な表現であれば問題はないも のの、日常生活において不自由を 感じ る 場面が少な

から ずある こ と が想像でき ます。  
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31. 6

13. 4
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図表２ －１ ２  日本語能力の程度 

① 話す力                    ② 聞く 力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 読む力                    ④ 書く 力 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 5)  現在の悩みや将来の不安 

現在の悩みや将来の不安は「 自分または家族の病気」 が116件と 最も 多く 、 次いで

「 老後の生活」「 仕事」「 お金」 などが続いています。 また、「 日本人の外国人に対する

偏見、 差別」 も 49件あり 、 異国に住むこ と による外国人市民の抱える悩みがう かがえ

ます（ 図表２ －13）。  

また、 現在の悩みや将来の不安と 滞在年数を みる と 、「 自分または家族の病気」「 老

後の生活」「 お金」 では、いずれも 滞在年数「 10年以上」 が50％以上を 占めています。

一方、「 在留資格の更新」「 生活に必要な情報が少ないこ と 」「 友だち ができ ないなど寂

し いこ と 」「 家族と の関係」 の悩みは、 滞在年数「 10年未満」 が比較的高く なっ てい

ます（ 図表２ －14）。  

こ のよ う に、岐阜市で生活する 期間の長さ に応じ て外国人市民の抱える 悩みや不安

は異なっ ており 、 それを 念頭に、 教育、 医療・ 保健、 福祉、 就労など日常の様々な場

面や災害など非常時における き め細かな支援を 考える必要があり ます。  
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15. 6

34. 8

40. 9

12. 2

29. 2

28. 6

8. 6

3. 7

24. 3

18. 3

8. 8

12. 8

26. 8

3. 2

12. 5

13. 0

9. 1

14. 3

10. 8

13. 8

11. 1

16. 2

19. 5

8. 8

14. 1

31. 7

12. 9

34. 4

8. 7

27. 3

24. 5

9. 2

42. 9

56. 9

29. 6

29. 7

30. 5

60. 3

50. 0

17. 1

72. 0

31. 3

43. 5

18. 2

49. 0

46. 2

28. 6

6. 0

7. 4

8. 5

2. 9

5. 1

4. 9

5. 4

6. 3

4. 5

4. 6

0% 50% 100%

自分または家族の病気 n=116

家族と の関係 n= 27

友だちができないなど寂し いこ と n= 37

仕事 n= 82

税金や保険のために払う お金 n= 68

税金や保険以外のお金 n= 78

在留資格の更新 n= 41

老後の生活 n= 93

子ども を産んだり 育てたり するこ と n= 32

生活習慣やマナー n= 23

生活に必要な情報が少ないこ と n= 22

日本人の外国人に対する偏見、 差別 n= 49

特になし n= 65

その他 n=  7

３ 年未満 ３ 年以上５ 年未満 ５ 年以上10年未満 10年以上 無回答

図表２ －１ ３  現在の悩みや将来の不安( 複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ －１ ４  現在の悩みや将来の不安と 滞在年数 
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税金や保険以外のお金

在留資格の更新

老後の生活

子ども を産んだり 育てたり するこ と

生活習慣やマナー

生活に必要な情報が少ないこ と

日本人の外国人に対する偏見、 差別

特になし

その他

n=322

( 件)
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( 6)  相談相手、 行政情報の入手方法 

生活で困っ ている こ と がある と き に、どこ (誰)に相談する かについては、「 日本人の

知り 合い」 が114件と 最も 多く 、次いで「 日本人以外の知り 合い」 が106件、「 市役所」

が81件、「 イ ン タ ーネッ ト 」 が59件などと なっ ています（ 図表２ －15）。  

また、 市役所が実施し ている サービ スの内容を どのよ う に入手し ている かは、「 市

役所の人」 が97件と 最も 多く 、 次いで「 日本人の知り 合い」 が67件、「『 広報ぎふ』」

が57件、「 市役所のホームページ」 が51件などと なっ ています（ 図表２ －16）。  

生活上の相談や行政サービ スの情報提供については、気軽で迅速に利用でき る イ ン

タ ーネッ ト 等の積極的な活用を 進めると と も に、 外国人市民を 取り 巻く 様々な人や、

ネッ ト ワーク を 介し た情報伝達方法の確保が必要である と 考えら れます。  

図表２ －１ ５  相談相手( 複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ －１ ６  行政サービ スに関する 情報の入手方法( 複数回答)  
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宗教施設

その他

n=328 ( 件)
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51
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33
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『 広報ぎふ』

市役所のホームページ

市役所の人

日本人の知り 合い

日本人以外の知り 合い

外国人生活ガイ ド ブッ ク

その他

n=328 ( 件)
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( 7)  自治会への加入状況 

自治会への加入状況は、「 入っ ている 」 が26 . 3％、「 入っ ていない」 が37 . 0％、「 知

ら ない」 が36 . 7％でし た。 在留資格別にみる と 、 永住者及び永住者の配偶者などは

40％以上が加入し 、定住者及び日本人の配偶者などは20％台ですが、技能実習生、留

学は５ ％未満です。  

岐阜市における自治会加入率は平成31( 2019 )年４ 月１ 日現在、 60 . 1％です。 加入

率は年々低下し ていますが、住民主体の地域課題解決の場と し て自治会の存在意義は

大き く 、 国籍を 問わず加入を 促進し ていく 必要があり ます。  

図表２ －１ ７  自治会への加入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 8)  日本人と の近所付き 合い 

近所の日本人と どの程度会話を し ている かについては、「 挨拶だけ」 が52 . 0％を 占

めており 、 次いで「 たまに話す」 が31 . 5％、「 毎日話す」 が10 . 3％と なっ ています。

日本語能力（ 話す力） 別にみる と 、＜自由に話せる ＞は「 毎日話す」 と「 たまに話す」

の合計が50％を 超えていますが、 ＜簡単な挨拶＞でも 30％を 超えており 、 日本語能

力にかかわら ず、外国人市民が地域でのコ ミ ュ ニケーショ ン を積極的に行っ ている こ

と がわかり ます。  

図表２ －１ ８  近所の日本人と どの程度会話を し ている か 
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( 9)  日本人と の交流の希望 

日本人と どのよ う な交流がし たいかについては、「 日本語、 日本の文化や社会につ

いて教えてほし い」 が159件と 最も 多く 、 次いで「 遊び相手になっ てほし い」 が128

件、「 非常時に助けてほし い」 が126件などと なっ ています。  

多く の外国人市民が、 日本について深く 知り たいと いう 意識を 持っ ており 、 今後さ

ら に、 交流の機会の創出に努める 必要があり ます。  

図表２ －１ ９  日本人と どのよ う な交流がし たいか( 複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 10)  ぎふメ ディ アコ スモスの利用状況 

ぎふメ ディ アコ スモスの利用状況については、「 知ら ない」 が141件と 最も 多く 、 次

いで「 図書館へ行く ため」 が90件、「 知っ ている けど、 行っ たこ と がない」 が48件な

どと なっ ています。  

市民活動や国際交流・ 多文化共生の拠点であるぎふメ ディ アコ スモスの認知度は外

国人市民にはまだまだ低く 、 今後さ ら にＰ Ｒ が必要です。  

図表２ －２ ０  ぎふメ ディ アコ スモスの利用状況( 複数回答)  
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89
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19
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遊び相手になっ てほし い

日本語、 日本の文化や社会について教えてほし い

自分の国の文化や社会について知っ てほし い

非常時に助けてほし い

相談相手になっ てほし い

その他

n=309 ( 件)

47

90

7

15

48

141

12

0 50 100 150

イ ベント に参加するため

図書館へ行く ため

相談するため

休憩するため

知っ ているけど、 行っ たこ と がない

知ら ない

その他

n=318 ( 件)
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( 11)  災害情報の入手先等 

災害情報の入手先については、「 テレ ビ 、 ラ ジオ」 が217件と 最も 多く 、 次いで「 イ

ン タ ーネッ ト 、 Ｓ Ｎ Ｓ 」 が188件、「 アプリ ( 防災情報)」 が82件などと なっ ています

（ 図表２ －21）。 また、 岐阜市では、 大規模災害が発生し た際に多言語で情報を 発信

する「 岐阜市災害時多言語支援センタ ー」 を 設置し ます。 そのセンタ ーの認知度を お

聞き し たと こ ろ 、「 知っ ている」 は12 . 2％でし た（ 図表２ －22）。  

災害に対する 備えについては、「 避難所の確認」が140件、「 非常持ち 出し 品の準備」

が117件と なっ ており 、 多く の人が行っ ていますが、「 特に行っ ていない」 が129件あ

り ます（ 図表２ －23）。  

外国人市民にも 災害に関する正確な情報が迅速に伝わる よ う 、既存の情報伝達シス

テムを Ｐ Ｒ すると と も に、地域と 連携し て、支援体制の構築を 進める必要があり ます。 

図表２ －２ １  災害情報の入手先( 複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

図表２ －２ ２  岐阜市災害時多言語支援セン タ ーの認知度 

 

 

 

 

 

図表２ －２ ３  災害に備え、 どのよ う な準備を し ている か( 複数回答)  
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( 12)  子ども が通っ ている 学校 

６ 歳以上18歳未満の第１ 子が通っ ている 学校については、「 日本の学校」 が93 . 2％

と 圧倒的に高く 、「 外国人学校」 及び「 その他」 がそれぞれ2. 7％、「 通っ ていない」 が

1. 4％でし た。 なお、 学校に「 通っ ていない」 と 回答し た１ 人は高校生に該当する 年

齢でし た。  

図表２ －２ ４  子ども が通っ ている 学校 

 

 

 

 

 

 

 

( 13)  子ども の日本語能力 

６ 歳以上18歳未満の第１ 子の日本語能力については、「 自由に話せる」 が78 . 6％を

占め、「 日常会話ができ る 」 が11 . 4％、「 挨拶ができ る 」 が4. 3％、「 ほと んど話せない」

が5. 7％でし た。  

「 自由に話せる」 以外が20％以上あり 、 (12 )でみたと おり 、 多く の子ども が「 日本

の学校」 に通っ ているこ と から 、 日本の学校に在籍し ながら も 、 日本語で十分なコ ミ

ュ ニケーショ ンを と れない子ども が一定数いる と 考えら れます。  

今後、 日本語教育推進法に基づき 、 全ての外国人市民が日本語教育を 受ける 機会を

確保し ていく 必要があり ます。  

図表２ －２ ５  子ども の日本語能力 
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通っ ていない

1. 4%
その他
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n=74
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11. 4%

挨拶ができる

4. 3%

ほと んど話せない

5. 7%

n=70



 23  

( 14)  子ども のこ と での不安 

子ども のこ と での不安については、「 進学」 が最も 多く 、 次いで「 お金がかかる こ

と 」、「 母国の言語・ 文化を 勉強でき ないこ と 」 などと なっ ています。  

図表２ －２ ６  子ども のこ と での主な不安( 複数回答)  

内  容 

進学 

お金がかかる こ と  

母国の言語・ 文化を 勉強でき ないこ と  

いじ め 

日本語ができ ないこ と  

友達がいないこ と  

 

( 15)  介護が必要な人の年齢 

一緒に住んでいる 家族の中に介護が必要な高齢者や障がいのある 人がいる と 回答

し た人に、介護を 必要と し ている 人の年齢を 聞いたと こ ろ 、「 60代」 及び「 80歳以上」

が各６ 人と 多く なっ ています（ 図表２ －27）。  

また、こ の18人について家族の介護を 続ける ために支援(助ける 人など)を 必要と し

ている か聞いたと こ ろ 、半数の9人が必要であると 回答があり まし た（ 図表２ －28）。  

今後、 外国人市民の高齢化が進展するこ と により 、 介護・ 福祉サービス等の必要性が

高まると 考えら れます。 外国人市民が制度を理解し 、 サービスを利用し やすい環境を整

える必要があり ます。  

図表２ －２ ７  介護が必要な人の年齢( 複数回答)  

年 齢 20歳未満 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上 

人数( 人)  2 1 2 － 1 6 － 6 

 

図表２ －２ ８  家族介護を 続ける ために支援が必要か（ 介護が必要な人一人ひと り に対し て）  

 

 

 

 

  

は い

50. 0%

いいえ

50. 0%
n=18
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( 16)  就労状況 

回答者の内、「 仕事を し ている 」 は72 . 4％、「 仕事を し ていない・ 仕事を 探し ていな

い」 が12 . 9％、「 仕事を し ていない・ 仕事を 探し ている 」 は7 . 8％です(図表２ －29)。  

「 仕事を し ている 」 と 回答し た人に、従事し ている 業種についてお聞き し たと こ ろ 、

「 製造業」 が61件と 最も 多く 、 次いで「 繊維業・ 縫製」 が32件、「 宿泊業・ 飲食サー

ビ ス業」 が21件、「 語学学校などの教育関係」 が20件などと なっ ています（ 図表２ －

30）。  

図表２ －２ ９  就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ －３ ０  従事する 業種 
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( 17)  働いていて良かっ たこ と ・ 困っ たこ と  

「 仕事を し ている 」 と 回答し た人に、 働いていて＜良かっ たこ と ＞と ＜困っ たこ

と ＞を 聞いたと こ ろ 、 ＜良かっ たこ と ＞と し ては、「 仕事が楽し い」 が89件と 最も 多

く 、 次いで「 仕事の技術が身につく 」 が86件、「 職場の人が優し い」 が82件、「 自分の

技能が生かせる」 が79件などと なっ ています（ 図表２ －31）。  

＜困っ たこ と ＞と し ては、「 給料が安い」 が55件と 圧倒的に多く 、 次いで「 正社員

になれない」 が26件、「 働く 場所が自宅から 遠い」 が25件、「 子育てと 仕事を 両立でき

ない」 が20件などと なっ ています（ 図表２ －32）。  

今後、 在留資格「 特定技能」 の導入に伴い、 外国人労働者の増加が予測さ れます。

誰も が良好な環境のも と 働ける よ う 、 関係機関と 連携し 、 支援する 必要があり ます。 

図表２ －３ １  働いていて＜良かっ たこ と ＞( 複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ －３ ２  働いていて＜困っ たこ と ＞( 複数回答)  
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20代

10. 0%

30代

27. 6%

40代

26. 5%

50代

12. 7%

60代

12. 2%

70代以上

11. 0%

n=181

３  日本人市民の意識                       

 
岐阜市における 日本人市民の多文化共生に関する 意識を 把握する ために市政モニタ

ー調査を 実施し まし た。  

＜調査方法・ 回収結果＞ 

調査対象者 
岐阜市に住んでいる 20歳以上の日本人市民であっ て、 あら かじ め市政モニタ ー

と し て登録し ている 人 

調査票の配布・ 回収 Ｅ メ ール 

調査基準日 平成30( 2018) 年12月１ 日 

調 査 期 間 平成30( 2018) 年12月20日～平成31( 2019) 年１ 月９ 日 

対 象 者 数 200 

回 答 数 181 

回 答 率 90. 5％ 

 

( 1)  回答者の属性 

回答者の属性は次のと おり です。  

図表２ －３ ３  回答者の属性 

① 性別                      ② 年代 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性

36. 5%

女性

63. 5%

n=181
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( 2)  外国人市民と の交流機会 

外国人市民と の交流機会の有無については「 ある 」 が22 . 7％で（ 図表２ －34）、 そ

の交流の内容については、「 子ども の通う 学校でのPTA活動などを 通じ て、一緒に活動

し ている（ し ていた）」 が最も 多く 、 次いで「 一緒に働いている（ 働いていた）」 と な

っ ています（ 図表２ －35）。  

学校や職場と いっ た日常の場において交流が行われている こ と がわかり ます。  

図表２ －３ ４  外国人市民と の交流機会の有無 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ －３ ５  外国人市民と の主な交流内容（ 複数回答）  

内  容 

子ども の通う 学校でのPTA活動などを 通じ て、 一緒に活動し ている （ し ていた）  

一緒に働いている （ 働いていた）  

友人と し て交流し ている  

外国人と あいさ つ程度の交流はある （ あっ た）  

その他のグループや地域活動（ 子ども 会、 自治会など） で一緒に活動し ている （ し ていた）  

学校で一緒に勉強し ている （ し ていた）  

自分または親せき が外国人と 結婚し て日本に住んでいる （ 住んでいた）  

国際交流グループで一緒に活動し ている （ し ていた）  

 

  

ある

22. 7%

ない

77. 3%

n=181
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( 3)  日本人市民と 外国人市民と の間にト ラ ブルが起き る 原因 

日本人市民と 外国人市民と の間にト ラ ブルが起き る 原因については、「 外国人が、

日本の習慣や決まり を 理解し ていないため」 は140件と 最も 多く 、次いで「 日本人が、

外国人の生活習慣や文化に理解がないため」 が104件、「 お互いにコ ミ ュ ニケーショ ン

を と ら ないため」 が95件と なっ ています。  

日常生活における 日本人市民と 外国人市民と の間にト ラ ブルを なく すためには、相

互理解が必要である と 多く の日本人市民が考えています。  

図表２ －３ ６  日本人市民と 外国人市民と の間にト ラ ブルが起き る 原因（ 複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

( 4)  外国人市民が増える こ と についてどう 思う か 

岐阜市に新し く 外国人が移り 住み、外国人市民が増える こ と についてどう 思う かを

聞いたと こ ろ 、「 治安が悪化する 」 は79件と 最も 多く 、 次いで「 国際交流が進む（ 日

本人市民と 外国人市民と の交流の機会が増える ）」 が75件、「 岐阜市の労働力が増え、

経済的な発展が期待でき る 」 が72件などと なっ ています。  

プラ スと マイ ナスの両面があり ますが、 相互理解が進むこ と によ り 、 まち の活性化

に寄与する こ と への期待がう かがえます。  

図表２ －３ ７  外国人市民が増える こ と についてどう 思う か（ 複数回答）  
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日本人が、 外国人の生活習慣や文化に理解がないため

外国人が、 日本の習慣や決まり を理解し ていないため

お互いに言葉が通じ ないため
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わから ない

その他

n=181 ( 件)
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日本人市民が外国の言葉や文化に触れるこ と ができる

岐阜市の人口が増え、 まちがにぎやかになる

岐阜市の労働力が増え、 経済的な発展が期待できる

治安が悪化する

言葉が通じ ない人が増えて不便になる

外国人市民向けのサービスが必要になり 、 社会負担が増える

よく わから ない

その他

n=181 ( 件)
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( 5)  外国人市民と の関わり 方 

今後、 外国人市民と どの程度関わり たいかについては、「 どちら かと いえば関わり

たい」 が48 . 1％と 最も 高く 、 次いで「 どち ら かと いえば関わり たく ない」 が29 . 8％、

「 積極的に関わり たい」 が12 . 7％と なっ ており 、「 積極的に関わり たい」 と 「 どち ら

かと いえば関わり たい」 の合計＜関わり たい＞は60. 8％に上り ます（ 図表２ －38）。 

＜関わり たい＞と 回答し た人に、どのよ う に関わり たいかを お聞き し たと こ ろ 、「 外

国の言葉や文化に触れる 活動」 が70件と 圧倒的に多く なっ ています（ 図表２ －39）。 

図表２ －３ ８  外国人市民と どの程度関わり たいか 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ －３ ９  外国人市民と どのよ う に関わり たいか（ 複数回答）  
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地域の活動（ 自治会の祭り や清掃など）
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行政などが行う 国際交流・ 多文化共生のイ ベント

同じ 職場・ 学校などでの交流

災害時や緊急のと き

友人・ 家族と の私的な交流

子ども の学校を通じ た親同士の交流

外国人市民への支援活動（ 日本語教室など）

その他

n=110 ( 件)
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( 6)  多文化共生社会を 促進するために日本人市民ができ る こ と  

多文化共生社会を 促進する ために日本人市民ができ る こ と については、「 外国人市

民を 差別し ない」 が129件と 最も 多く 、 次いで「 日本で生活する ルールを 外国人市民

が守るよ う に呼びかける 」 が111件、「 外国人市民が地域コ ミ ュ ニティ に参加し やすい

よ う 声を かける」 が104件などと なっ ています。  

多く の日本人市民が、 多文化共生社会を 促進する には、 外国人市民と のコ ミ ュ ニケ

ーショ ン・ 交流が必要である と 感じ ています。 今後は、 地域を 中心に日本人市民と 外

国人市民が隔たり なく ふれあう 場を 、様々な場面で意識的に創り 出し ていく こ と が重

要である と 考えます。  

図表２ －４ ０  多文化共生社会を 促進する ために日本人市民ができ る こ と （ 複数回答）  
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４  課題のまと め                         

 
( 1)  「 岐阜市に在住する 外国人の現状」 から  

○外国人住民は、 数、 比率と も に増加傾向にある ほか、 外国人労働者の受け入れ拡大

に伴い、 帯同する 子ども など家族も 含め、 今後さ ら なる 増加が見込まれる 。  

○外国人住民も 高齢化が進んでおり（ 特に特別永住者が多い韓国・ 朝鮮国籍）、今後も

こ の傾向は続く と 予測さ れる。  

 

■子ども から 高齢者まで生活者と し ての外国人市民が安全・ 安心に暮ら せる 生活環境

の整備と 制度の周知が必要である 。  

 

○地区によ り 外国人比率や国籍が異なっ ている。  

 

■地域の特性を 生かし た取組みを 進める ために、 大学・ 日本語学校、 企業と 連携し 、

地域における 多文化共生意識の醸成が必要である 。  

 

○近年、 岐阜市における 外国人住民の国籍別割合は、 大き く 変化し てき ている 。  

 

■必要に応じ て多言語化や生活相談に応じ る言語を 見直し ていく こ と や「 やさ し い日

本語」 の普及が必要である 。  

 

○岐阜市には「 技能実習」、「 留学」 を 在留資格と する 外国人住民が多い。  

 

■技能実習生、 留学生が多く 生活する岐阜市の特性を 踏まえ、 雇用主や大学・ 日本語

学校と 連携し 、こ れら の在留資格を 持つ外国人市民を 取り 込む多文化共生推進の取

組を 行っ ていく 必要がある 。  
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( 2)  「 外国人市民の意識」 から  

○外国人市民は、 国籍によ り 本市に住んでいる 理由が異なる傾向にあり 、 今後、 本市

に居住する 予定期間等も 異なっ ている。  

○滞在年数により 悩みや不安の内容は異なっ ている。  

 

■外国人と いう こ と で一括り にする こ と なく 、 支援や情報提供の内容・ 方法を 検討す

る 必要がある 。  

 

○最大の悩みや不安は健康問題であり 、 老後の生活がそれに続く 。 なお、 滞在年数が

10年以上と 長期滞在する外国人市民にこ の傾向が特に大き い。  

○介護を 要する人も 少なから ずおり 、 何ら かの支援を 必要と し ている 人がいる 。  

 

■日本人市民と 同様に医療・ 保健・ 福祉サービスを 享受でき るよ う 、 情報発信と サー

ビ ス提供体制の充実を図る 必要がある。  

 

○日本語能力について、〈 話すこ と 、 聞く こ と 〉 に比べ、〈 読むこ と 、 書く こ と 〉 に不

自由を 感じ る 場面が多い。  

 

■日本人市民と 外国人市民がコ ミ ュ ニケーショ ンを 図る 上で、外国人市民の日本語能

力は非常に重要であり 、 外国人市民の日本語学習環境を 更に充実さ せる 必要があ

る 。  
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○生活上の相談相手と し ては、 公的な機関やイ ン タ ーネッ ト より 、 日本人または日本

人以外の知り 合いの割合が高く なっ ている。 また、 行政情報の入手についても 広報

紙やホームページ、 外国人生活ハンド ブッ ク より も 、 人を 介し た入手の割合が高く

なっ ている 。  

 

■相談体制や情報提供については、 外国人市民を 取り 巻く 様々な人や、 そのネッ ト ワ

ーク を 介し て情報を 伝達する 仕組みを 構築すると と も に、情報収集を よ り 容易にし

ていく ため、 イ ン タ ーネッ ト やＳ Ｎ Ｓ を 積極的に活用する 必要がある。  

■来日し て間も ない外国人市民に、母国と 異なる 日本のルールを 学習する 機会を 提供

する必要がある。  

 

○日本語能力にかかわら ず、 近所の日本人と のコ ミ ュ ニケーショ ンを 求めている 。  

○多く の外国人市民が、 日本語や日本文化・ 社会について深く 知り たいと いう 意識を

持っ ている 。  

○多文化共生の拠点である「 ぎふメ ディ アコ スモス」 の認知度はまだまだ低い。  

 

■外国人市民と 日本人市民の交流機会の充実が必要である 。 また、 多文化共生の拠点

である「 ぎふメ ディ アコ スモス」 で交流機会を 充実さ せると と も に、 地域において

も 交流機会を 創出し ていく 必要がある。  

 

○災害時に多言語で災害情報を 発信する「 岐阜市災害時多言語支援セン タ ー」 の認知

度は低い。  

○災害に対する備えについて、「 特に行っ ていない」 外国人市民が40％を 占める 。  

 

■外国人市民に災害に関する 正確な情報が迅速に伝わる よ う 、有効な情報伝達システ

ムの周知に努める と と も に、地域団体や関係機関、外国人コ ミ ュ ニティ と 連携し て、

災害時の支援体制の充実に努める 必要がある。  
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○多く の外国人市民の子ども が日本の学校に通う 中、十分なコ ミ ュ ニケーショ ンを 図

れない子ども も いる 。  

 

■日本語教育推進法の成立に基づき 、子ども を はじ め日本語能力が十分でない外国人

市民の日本語学習環境を 更に充実さ せる 必要がある 。  

 

○働く こ と について、 賃金に対する 不満などを 抱えながら も 、 仕事自体が楽し く 、 仕

事の技術が身につく こ と に喜びを 感じ ている人が多い。  

 

■関係機関と 連携し 、 就業を 希望する 外国人市民への情報伝達や、 日本人市民と 同様

の就業環境の確保に取り 組む必要がある 。  

 

 

( 3)  「 日本人市民の意識」 から  

○日本人市民と 外国人市民のト ラ ブルが起き る 原因は、相互の理解不足と コ ミ ュ ニケ

ーショ ン 不足である と 考えている 人が多い。  

○外国人市民が増えるこ と によ っ て、 治安が悪化する と 考えている 人が多い反面、 国

際交流の進展や労働力の増加によ る 経済発展への期待を 上げている人も 多い。  

○今後、 外国人市民と 関わり たいと 考えている人が60％以上いる 。  

○多文化共生を 推進する ために日本人市民ができ る こ と は、差別を し ないこ と であり 、

日本の生活ルールを 知っ ても ら い、地域に参加し やすいよ う 声を かける こ と である

と 考えている 人が多い。  

 

■日本人市民と 外国人市民は、 お互いを も っ と 知る 必要があり 、 地域を 中心にふれあ

う 場や意見を 交わし 合う 場を 、 積極的に創出し ていく 必要がある 。  


